
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

私立小中学校修学支援事業 継続 政策的経費 1　学びを伸ばす（人材力） ○ H29 8 1,680 840 840 ○ 636

私立高等学校魅力アップ推進事業 継続 政策的経費 1　学びを伸ばす（人材力） ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H16 21 362,480 23,880 338,600 ○

私立高等学校等就学支援事業 拡充 政策的経費 1　学びを伸ばす（人材力） ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H22 15 2,220,302 1,203,256 250,000 767,046 ○

私立専門学校地域人材育成支援事業 継続 政策的経費 1　学びを伸ばす（人材力） ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ R2 5 13,395 13,395 ○

県立大学運営費交付金 継続 政策的、標準外 1　学びを伸ばす（人材力） ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H19 18 2,840,694 2,840,694 ○

大学連携センター運営事業 継続 政策的経費 1　学びを伸ばす（人材力） ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H28 8 17,007 17,007 ○

未来協働プラットフォームふくい推進事業 継続 政策的経費 1　学びを伸ばす（人材力） ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ ○ R4 3 130,026 36,133 93,893 ○

高等教育修学支援事業 継続 政策的経費 1　学びを伸ばす（人材力） ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ R2 4 410,913 38,394 100,000 272,519 ○

県立大学恐竜学部（仮称）開設事業 継続 政策的経費 1　学びを伸ばす（人材力） ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ R4 3 403,679 403,000 679 ○

2 8 6,400,176 1,302,503 403,000 350,000 4,344,673 2 6 1 636

令和５年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 大学私学課 （単位：千円）

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井県長期ビジョン
における位置づけ

関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

令和
６年度
予算額

 財源内訳



課長名

■ □ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 8 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

私立小中学校修学支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 総務部

法 定 受 託 事 務

課名 大学私学課 橋本　直之

事業主体 私立小中学校の設置者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度

政　　策  〔 1　夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［解決すべき問題・課題］

［事業目的］

　福井の教育・子育て環境のさらなる充実・改善のため、国の修学支援制度を活用し、私立小中学生の保護者負担を軽減する。

そ の 他

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 1　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 〕

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 ―

補助率 定額

（実績） （役割分担）

市町との連携状況 ― 他県の状況
４３都道府県において支援を実施予定
（年収要件、補助金額については様々）

　入学後に保護者の失職・倒産等により家計が急変した世帯で、家計急変後の年収が４００万円未満相当の世帯に対し、最大年額３３．６万円の授業料を減免

［受益者］ 私立小中学校に通学する生徒および保護者（年収４００万円未満程度の者） ［想定される受益者数］ ５世帯

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

　国および地方公共団体は、能力があるにも関わらず、経済的理由によって修学が困難な者に対
して奨学の措置を講じなければならない。（教育基本法）
　と記載があり、国立または公立の小中学校は教育基本法、学校教育法により無償となってい
る。

［問題・課題を表す客観的データ］

　国の実証事業によるアンケート結果（福井県）　　授業料に負担を感じる世帯 ８１.３％



課長名

■ □ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 8 年

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

1,300 1,600 2,560 2,316

1,580 998 1,372 1,072

1,580 998 498

［成果指標等の推移］

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

(13) (16) (13) (8)

16 10 8 5

□ 継続 □ 休止 □ 完了
636

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

区　　　　　　分 目標・指標の考え方・積算根拠

成果指標 国制度のため、数値目標を設定することが困難である。

活動指標 支給対象者数（人）
入学後に世帯年収４００万円未満相当の家計急変する世帯の数。
各年度の支給対象生徒数は、所得に応じて変動するため、成果目標の設
定は困難。便宜的に昨年度の支給対象者数を目標とする。実績

実績

６年度 中間目標

(目標) (5)

政策的経費 要求基準 内 部局名 総務部

補助 補 助 金

前年度までの
主な増減理由

　対象者数（世帯年収４００万円未満）の増減に伴う増減

840 私立高等学校等経常費助成費補助金（授業料減免事業等支援特別経費）

［予算額の推移等］

令和６年度予算額の増減理由

・対象者数の減による減額
・県独自制度の支援期間終了による減
　（県制度 … 世帯年収４００万円未満相当の世帯に対し、最大年額１０万円の授業料を減
免）決 算 額 の 推 移

区分 事業費 国庫 起債 一般財源 国庫、その他財源の名称等

６年度

私立小中学校修学支援事業

課名 橋本　直之

事業主体 私立小中学校の設置者 自 治 事 務 実行予算

事業実施方法

大学私学課

事 務
区 分

事 業
区 分

事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

―

補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 継続 経費区分

当 初 予 算 額 の 推 移 1,680

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

予算額 1,680 840

区　　　　　　分

その他

事業評価

　対象となる世帯に必要な支援を行うことにより、修学の機会を確保
することができた。

　支援が必要な世帯の修学の機会を確保できるよう、引き
続き、支援を継続していく。

□ 拡充 ■ 縮減 □ 終期の見直し 見直し額

(目標)

最終目標

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和６年度の変更点

（単位：千円）



課長名

■ □ H16 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 21 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 □ 無

□ 有 ■ 有

私立高等学校魅力アップ推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 -

補助率 定額 法 定 受 託 事 務

事業主体 県内私立高等学校の設置者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度そ の 他

［事業目的］

　私立高等学校が生徒や保護者にとってより魅力的ある学校となるよう、意欲的で特色ある学校づくりや生徒の卒業後の地元定着を促す取り組みへの支援を強化す
る。

　私立高等学校の取組み等に対して補助

　　（１）教育改革推進加算
　　　　　　職業系や理系の学科・コースを充実・推進するための特色ある取り組みを促進
　　　　　　次期学習指導要領に向けた取組みの促進など社会情勢に対応した教育改革の積極的な推進

　　（２）学力向上・スポーツ・文化振興加算
　　　　　　学力、スポーツ、芸術分野での活動に対する、経費支援や目標に対する成果配分を行い、更なる実績向上を促進

　　（３）地元定着貢献加算
　　　　　　県内企業就職や県内大学等に対する成果配分を行い、地元定着を促進

［受益者］ 私立学校の生徒 ［想定される受益者数］ 約6,000人

政　　策  〔 1　夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［解決すべき問題・課題］ ［問題・課題を表す客観的データ］

　少子化による長期的な生徒減少が学校経営に影響を与え、教育条件の悪化や
保護者の経済的負担が懸念されている。

　生徒一人当たり経常費補助額 350,144円（全国42位）
　　※令和５年度予算ベース

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 1　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略 〕

市町との連携状況 ― 他県の状況

　生徒一人当たり経常費補助金（令和５年度現計予算ベース）
　　【福井県】350,144円（全国42位）
　　【石川県】391,432円（全国5位）
　　【富山県】379,185円（全国11位）　出典：R5.7月　中高連調査

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名 私立高等学校教育振興補助金

（実績） （役割分担）

　当該事業は、私立高等学校の特色ある教育を支援するため、私立高等
学校への経常費補助である私立高等学校教育振興補助金に加算して補助
する制度である。



課長名

■ □ H16 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 21 年

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

364,000 361,648 351,646 370,000

370,000 361,648 351,646 357,880

370,000 360,447 349,606

［成果指標等の推移］

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

(100) (100) (100) (100)

112.7 105.4 105.4 99.6

(6) (6) (6) (6)

6 6 6 6

前年度までの
主な増減理由

　令和２年度　「私立高等学校ふるさと人材育成支援事業」を一体化したことによる増額（職業系学科・コースの充実推進や地元定着貢献加算を新設）
　令和５年度　評価配分の変更による増額（理工系学科・コースの充実推進加算等を新設）

区　　　　　　分 目標・指標の考え方・積算根拠

成果指標 定員充足率（％） （私立高校入学者数／私立高校定員）×100

活動指標
県内補助対象私立高校数
（校）

　県内補助対象私立高校数

実績

実績

(目標)

６年度 中間目標

(目標) (6)

大学私学課

事 務
区 分

事 業
区 分

事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

-

補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 総務部 課名 橋本　直之

事業主体 県内私立高等学校の設置者

私立高等学校魅力アップ推進事業

自 治 事 務 実行予算

事業実施方法

区分 事業費 国庫 起債 一般財源 国庫、その他財源の名称等

補助 補 助 金

その他

区　　　　　　分 ６年度

　評価配分の変更による減額

当 初 予 算 額 の 推 移 362,480

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

予算額 362,480 23,880 338,600 私立高等学校等経常費助成費補助金（教育改革推進）

［予算額の推移等］

令和６年度予算額の増減理由

決 算 額 の 推 移

整理統合 □

（単位：千円）

廃止 □ その他

(6) (6)

(100) (100) (100)

最終目標

［事業の評価]

　入学定員充足率はほぼ１００％を維持し、生徒や保護者にとって魅
力ある学校となる取組みを支援する目的を果たしている。

□

□

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和６年度の変更点 事業評価

　入学定員充足率１００％を維持できるよう、引き続き、
支援を継続していく。

拡充 □ 縮減 □ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

■ □ H22 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 15 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

私立高等学校等就学支援事業

区分 拡充 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 ―

補助率 定額 法 定 受 託 事 務

事業主体 県内私立高等学校等の設置者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度そ の 他

［事業目的］

　福井の教育・子育て環境のさらなる充実・改善のため、授業料および施設整備費（学校施設の修繕や改修、備品の更新、冷暖房費）に対する保護者負担を世帯年
収に応じ軽減する。

（１）世帯年収に応じ就学支援金を支給（国制度）
　　　　年収約５９０万円未満世帯の授業料を無償化

（２）国の就学支援金に加え、中低所得世帯の授業料等の減免に上乗せ補助（県制度）
　　　　年収５９０万円～９１０万円世帯の授業料を無償化
　　　　年収９１０万以上の多子世帯（扶養する子ども２人以上）の授業料を無償化［拡充］
　　　　年収５９０万円未満世帯の施設設備費等を年収に応じ段階的に支援
　
（３）就学支援金支給事務費の交付

［受益者］ 私立学校の生徒 ［想定される受益者数］ 約5,000人

政　　策  〔 1　夢と希望を持ち、ふくいを愛する子どもの育成

［解決すべき問題・課題］ ［問題・課題を表す客観的データ］

　公私間で保護者の経済的負担に大きな格差があり、進学する学校の選択が制
限されている。

　私立高等学校授業料（平均）　347,451円
　県立高等学校授業料　　　　　118,800円

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 1　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略 〕

市町との連携状況 ― 他県の状況

　授業料減免補助（私立高校生徒１人あたりの助成額）（Ｒ５予算）
　　【福井県】95,706円（全国 4位）
　　【石川県】18,942円（全国21位）
　　【富山県】32,524円（全国14位）　出所：R5.6 中高連調査

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

（実績） （役割分担）



課長名

■ □ H22 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 15 年

（繰入）

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

######## ######## ######## ########

######## ######## ######## ########

######## ######## ########

［成果指標等の推移］

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

(100) (100) (100) (100)

112.7 105.4 105.4 99.6

(4,839) (5,063) (5,134) (5,227)

5,063 5,110 5,227 4,963

私立高等学校等就学支援事業

部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業主体 県内私立高等学校等の設置者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 拡充 経費区分 政策的経費 要求基準 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 ―

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 2,220,302 1,203,256 250,000 767,046
私立高等学校等就学支援金交付金
地域振興基金

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ６年度 令和６年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 2,220,302

　制度拡充（年収９１０万以上かつ扶養する子ども２人以上の授業料を無償化）による対象者
の増加

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　令和２年度　年収５９０万円～９１０万円世帯の授業料を無償化

区　　　　　　分 ６年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 支給対象者数（人）
(目標)

(5,974) (5,974)

成果指標 定員充足率（％）
(目標)

(100) (100)

(5,974)
世帯年収約910万円未満の世帯の数、世帯年収約910万円以上かつ扶養する子ど
もが２人以上いる世帯（修学の機会を確保した人数）
各年度の支給対象者数は、所得に応じて変動するため、目標設定は困難である
が、昨年度の支給対象者数を目標とする実績

（私立高校入学者数／私立高校定員）×100

実績

(100)

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和６年度の変更点 事業評価

　令和５年度は対象となる世帯（約5,000世帯）に必要な支援を行うこ
とにより、修学の機会を確保することができた。

　令和６年度から県独自の上乗せ支援を実施することによ
り、より多くの生徒の修学の機会を確保する。

■ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

私立専門学校地域人材育成支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R8

補助率 定額 法 定 受 託 事 務

事業主体 私立専門学校の設置者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度そ の 他

［事業目的］

　人材の県外流出を抑制するため、入学者の確保や県内企業への就職を積極的に進める私立専門学校を支援する。

　私立専門学校の入学者確保に係る取組みや、県内企業への就職実績等に応じて補助する。
　　（１）入学者確保を図る事業　・・・・・・　１校あたりの支援額上限は５０万円
　　（２）入学者増加に対する加算　・・・・・　入学者数増加の実績に応じて補助
　　（３）授業内容の充実を図る事業　・・・・　１校あたりの支援額上限は２０万円
　　（４）地域を担う人材育成を図る事業　・・　１校あたりの支援額上限は２５万円
　　（５）県内企業への就職を後押しする事業（卒業する学生の県内企業就職の実績に応じて補助）
　　（６）県内専修学校のＰＲ事業に対して補助

［受益者］ 私立専門学校に通学する生徒 ［想定される受益者数］ 約1,300人

政　　策  〔 2　ふくいの産業・社会を支える人づくり

［解決すべき問題・課題］ ［問題・課題を表す客観的データ］

　私立専門学校においては、高度な人材の育成を行っているが、その優れた人
材が県外に流出している。

　県内私立専修学校における令和５年３月卒業生の県内就職率　７８.４％

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 1　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略 〕

市町との連携状況 ― 他県の状況
地元企業への就職に応じて支援を行っている都道府県は、４県（長野
県、島根県、香川県、佐賀県）であり、実施している県は少ない。

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

（実績） （役割分担）



課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

16,400 16,400 14,100 14,100

14,211 15,815 14,100 14,100

13,686 14,927 13,788

［成果指標等の推移］

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

(85.5) (85.5) (85.5) (85.5)

77.9 75.2 79.0

(15) (15) (14) (14)

15 15 14 14

私立専門学校地域人材育成支援事業

部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業主体 私立専門学校の設置者
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R8

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 13,395 13,395

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ６年度 令和６年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 13,395

　支給実績に応じた補助配分内訳の見直しによる減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　令和４年度　補助対象となる専門学校数の減等による減額

区　　　　　　分 ６年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 補助対象学校数
(目標) (14)

成果指標 卒業生の県内就職率
(目標) (85.5) (85.5)

補助対象県内私立専門学校数

実績

(県内就職者数／就職希望者数)×100
　※５年度実績については、年度末に確定

実績

(85.5)

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和６年度の変更点 事業評価

　県内就職率については、令和２年度と比較し令和３年度は一度減少
したが、令和４年度では再び増加した。

　支給実績に応じ、補助配分内訳を見直す。
　本事業の取組みにより、若者の県外流出を大きく抑制で
きていることから、引き続き支援することにより、目標の
達成を目指す。

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

■ □ H19 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 18 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 □ 無

□ 有 ■ 有

県立大学運営費交付金

区分 継続 経費区分 政策的、標準外 要求基準 一部外 部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R6

補助率 １０／１０ 法 定 受託 事 務

事業主体 公立大学法人福井県立大学
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度そ の 他

［事業目的］

　第３期中期計画に基づき、福井県の持続性を担う人材の育成、研究による地域貢献を促進する。

　第３期中期計画達成のため必要な運営費交付金を支給
　「ふるさと特任講師」による実務教育の実施（創造農学科、先端増養殖科学科）
　地域貢献を推進するための研究費、研究活動支援経費、ハイブリッド授業実施経費

　　標準運営費交付金・・・標準外経費
　　特定運営費交付金・・・政策的経費
　　　・令和２年度　創造農学科開設
　　　・令和４年度　先端増養殖科学科開設
　　　・令和７年度　恐竜学部（仮称）開設予定

［受益者］ 県立大学の学生 ［想定される受益者数］ 約2,000人

政　　策  〔 2　ふくいの産業・社会を支える人づくり

［解決すべき問題・課題］ ［問題・課題を表す客観的データ］

　地域や大学を取り巻く環境の変化に対応し、福井県の持続可能性と県民の福
祉向上に寄与することにより、県民に信頼され、地域に貢献する大学として使
命がある。

　運営費交付金の総収入に占める割合　６４.４％（Ｒ５予算）
　教員１人あたりの学生数　　　　　　１１.２人（同規模他大学と同程度）

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 1　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略 〕

市町との連携状況
　キャンパス所在地の自治体として、小浜市、永平寺町、あわら市とそ
れぞれ包括的連携協定を締結し、各種事業を展開

他県の状況
　公立大学法人を所管する地方公共団体は、地方独立行政法人法に基づ
き、大学に対し運営費交付金を交付

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名 公立大学法人福井県立大学施設整備費補助金

（実績） （役割分担）

　当該事業は、県立大学の一般的な運営に係る経費を交付する一方で、
施設整備費等補助金は、主に施設の大規模修繕工事に対する補助を行う
ものである。



課長名

■ □ H19 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 18 年

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

2,648,465 2,807,284 2,858,389 2,845,834

2,813,567 2,654,746 2,687,439 2,789,387

2,815,576 2,654,746 2,687,439

［成果指標等の推移］

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

(50.0%) (50.0%) (50.0%) (50.0%)

43.9% 50.7% 50.6% 55.0%

県立大学運営費交付金

部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業主体 公立大学法人福井県立大学
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的、標準外 要求基準 一部外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R6

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 2,840,694 2,840,694

１０／１０ 法 定 受託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ６年度 令和６年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 2,840,694

　人件費減等による減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　標準運営費交付金では対応できない特定目的内容が各年度によって替わることによる増減
　第３期中期計画に基づき、新学部新学科を開設するための準備経費等による増減
　　・令和２年度　創造農学科開設
　　・令和４年度　先端増養殖科学科開設
　　・令和７年度　恐竜学部（仮称）開設予定

区　　　　　　分 ６年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標
(目標)

成果指標 県立大学学生数
(目標) (50.0%)

中期目標・中期計画に基づき運用されるため、個別の活動指標について
は、設定することが困難である。

実績

第３期中期計画の目標値（５０％以上）
（県内企業就職者数 / 就職者数）

実績

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和６年度の変更点 事業評価

　学生数については、目標を達成

　＜Ｒ５年度業務実績評価＞
　　・第３期中期計画のうち、Ｒ４年度に重点的に取り組んだ９計画
　　　を中心に、「概ね計画どおり進められた」と評価委員会が評価
　　・Ｓ評価が２計画、Ａ評価が６計画、Ｂ評価が１計画であった。

・文系新学部の８年度開設に向け、文部科学省への新学部
設置のための届出書類作成支援業務委託費を計上（8,668
千円）
・かつみキャンパスの供用開始および先端増養殖科学科の
３回生受入れに伴い、学科運営費を増額（78,218千円）
・産学連携や外部資金獲得等の促進ためのＵＲＡ人件費を
計上（9,047千円）

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無 ■ 無

■ 有 □ 有

大学連携センター運営事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R6

補助率 - 法 定 受託 事 務

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度そ の 他

［事業目的］

　県都中心部において学生が集い・学ぶための拠点”大学連携センター”の運営を支援し、県内大学が教養科目の共同開講や学生の県内定着促進を図る。

　（１）大学連携センターの運営
　　　　　活動内容　①地域志向科目の共通開講（大学が実施）
　　　　　　　　　　②県内高校から県内大学への進学強化（大学生による進学サポート、県内高校への合同出張講義、高校生対象の先取り履修）
　　　　　　　　　　③県内就職の促進
　　　　　　　　　　④学生の地域活動、大学間交流の推進
　　　　　　　　　　⑤施設管理（講義室、共同スペースの管理）

　（２）県委託講座の開講
　　　　　県内企業の海外拠点との現地リポート、教員養成課程科目など

　（３）学生の通学応援
　　　　　大学連携センターを受講する学生に対し、交通費を支援
［受益者］ 県内大学生、高校生 ［想定される受益者数］ 17,278人

政　　策  〔 2　ふくいの産業・社会を支える人づくり

［解決すべき問題・課題］ ［問題・課題を表す客観的データ］

　進学、就職による県外への人口流出を抑制することは喫緊の課題
　県と県内すべての大学等が連携して、県内高校生の地元進学や県内大学生の
地元就職を高めるため取り組む必要がある。

　県内大学の県内入学者比率　49.8％(H31)→50.3％(R2)→54.4％(R3)→50.3％(R4)→56.3％(R5)
　県内大学の県内就職者比率　48.4％(H31)→44.8％(R2)→51.1％(R3)→52.5％(R4)→49.6％(R5)

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 1　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略 〕

市町との連携状況 - 他県の状況

【石川県】
　・大学コンソーシアム事務局を金沢市中心部に提供
　・大学コンソーシアム石川への支援を実施
【富山県】
　・大学コンソーシアム事務局を富山市中心部に提供
　・大学コンソーシアム富山への支援を実施
　・富山駅前に大学コンソーシアムの新たな拠点を整備

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

（実績） （役割分担）

　平成１９年度から大学連携リーグ事業を開始し、連携企画講座の開
催、連携研究などを実施

大学連携リーグ



課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

21,054 17,891 15,134 18,902

9,946 10,350 11,730 13,281

9,175 9,792 11,052

［成果指標等の推移］

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

(30) (30) (30) (30)

15 32 43 48

(5,500) (5,500) (5,500) (5,500)

3,051 3,110 4,763

大学連携センター運営事業

部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 R6

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 17,007 17,007

- 法 定 受託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ６年度 令和６年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 17,007

　オンライン増による会場借上費および交通費支援の見直しによる減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　令和３年度　オンライン増による交通費支援の減
　令和５年度　県内高校から県内大学への進学強化事業（進学サポート・高校生の先取履修）を未来協働プラットホームふくい推進事業からＦスクエア予算に移動したこと
による増

区　　　　　　分 ６年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 Ｆスクエア利用者数
(目標) (5,500) (5,500)

成果指標 開講科目数
(目標) (30) (30)

(5,500)
２～４年度の平均利用者数の１.５倍

実績

前期１５科目、後期１５科目

実績

(30)

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和６年度の変更点 事業評価

・共通講義を前期２５科目、後期２３科目を開講
・大学生による進学サポート（Ｆスクサークル、Ｆスクエアの
　高校生開放等）の取組みにより、Fスクエア利用者が回復傾向
　（R4 2,555人→R5 2,701人）

・学生が多くの選択肢の中から講義を選択できるよう、
　開講科目数の増加を目指す
・進学強化対策をＦスクエアで実施し、高校生との接点を
　増やすことにより、Ｆスクエア利用者の促進を図る

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

■ ■ R4 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無 ■ 無

■ 有 □ 有

未来協働プラットフォームふくい推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内 部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託、補助 補 助 金 R8

補助率 1/2、10/10 法 定 受 託 事 務

事業主体 県、県内高等教育機関
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度そ の 他

［事業目的］

　大学は、地域の「知の拠点」として、高等教育の機会確保や地域社会で活躍する人材育成を担う重要な機関である。今後、大学が持つ人材育成機能に加え、大学
の知的・人的リソースを地域課題の解決や地域経済の発展に積極的に役立てることにより、本県の地方創生の取組みを加速させる。

（１）未来協働プラットフォーム会議の開催
　　　・産業界、医療界、自治体が抱える課題の議論、大学の教育研究等に対するニーズ把握、課題解決のために実施する取組の検討のため、各機関の長レベル
　　　　による全体会議や責任者レベルによる調整会議を開催
（２）実行部門会議の運営
　　　・産業界等が抱える課題に対する具体的な対応策の検討および事業実施のため、未来協働プラットフォーム内に、分野ごとの実行部門会議を設置
　　　・実行部門会議ごとに責任大学を定め、実行部門会議の運営および実行部門会議内において検討された具体的な事業を実施
　　　　実施にあたり、責任大学にコーディネーターを配置させ、課題やニーズの把握、地域課題の解決に向けた取組策の検討、大学間と産業界・医療界・
　　　　自治体間の調整や実行部門会議の運営などに従事
（３）各大学の魅力や特色を高める取組みへの支援
　　　・県内高校からの志願者拡大に資する取組み
　　　・地域のニーズに応える教育研究への転換
　　　・グローバル人材育成、学生への活動支援
　　　・学生の県内就職の支援
（４）県内企業の課題解決など地域に根差したＰＢＬ・共同研究への支援
　　　・県内企業や自治体と協働して課題解決に取り組むＰＢＬ活動

［受益者］ 県内８高等教育機関 ［想定される受益者数］ 県内８高等教育機関

政　　策  〔 2　ふくいの産業・社会を支える人づくり

［解決すべき問題・課題］ ［問題・課題を表す客観的データ］

　進学、就職による県外への人口流出を抑制することは喫緊の課題。
　県、県内すべての大学、経済団体等が連携して、県内高校生の地元進学や県
内大学生の地元就職を高める取組みなどを進める必要がある。

　県内大学の県内入学者比率　49.8％(H31)→50.3％(R2)→54.4％(R3)→50.3％(R4)→56.3％(R5)
　県内大学の県内就職者比率　48.4％(H31)→44.8％(R2)→51.1％(R3)→52.5％(R4)→49.6％(R5)

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 1　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略 〕

市町との連携状況 　未来協働プラットフォームふくいの構成員として県内市町が参画 他県の状況
【群馬県】めぶく。プラットフォーム前橋
【島根県】しまね産学官人材育成コンソーシアム
【青森県】青森創生人材育成・定着推進協議会

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

（実績） （役割分担）

　県内大学がＦＡＡの設置趣旨に沿って行う、県内高校からの入学者確
保、企業や自治体と連携した課題解決型の教育、魅力的な教育研究への
転換などの取組を支援

FAA学ぶなら福井！応援事業



課長名

■ ■ R4 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

106,283 103,181

82,572 114,726

75,824

［成果指標等の推移］

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

(38.6) (39.2)

36.0

(3) (3)

12 11

未来協働プラットフォームふくい推進事業

部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業主体 県、県内高等教育機関
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、委託、補助 補 助 金 R8

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 130,026 36,133 93,893 デジタル田園都市国家構想交付金

1/2、10/10 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ６年度 令和６年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 130,026

　実行部門会議実施事業等の事業実績に基づく減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　令和５年度６月補正予算　実行部門会議で検討した事業予算を計上（37,008千円）

区　　　　　　分 ６年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標
未来協働プラットフォーム
会議の開催（回）

(目標) (3) (3)

成果指標
県内高校卒業生の県内大学
進学率（％）

(目標) (40.0) (40.0)

(3)
全体会議、調整会議等を合わせて、年３回開催

実績

現状の３０％から４０％まで進学率を高める
（長期ビジョンに基づく目標値）

実績

(40.0)

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和６年度の変更点 事業評価

・課題ごとに実行部門会議を実施し、コーディネーターを選定した。
・実行部門会議で検討した事業を実施した。

・昨年度実行部門会議において実施した事業の成果を
　分析し、経費および内容の見直しを行った。
・１事業削減し、令和６年度より２事業を新規で実施。

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 ■ 無

□ 有 □ 有

高等教育修学支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 -

補助率 全額、県１／２ 法 定受託 事務

事業主体 県内高等教期間（大学、私立専門学校、工業校等専門学校）
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度そ の 他

［事業目的］

　家庭の経済状況に関わらず、高等教育機関（大学、短期大学、高等専門学校、専門学校）に進学できるチャンスを確保できるよう、国の高等教育の修学支援新制度
により、県内高等教育機関進学者に対する経済的支援を行う。また、県内高等教育機関に進学する子を持つ県内の多子世帯の経済的負担を軽減し、安心して子供を産
み育てる環境を構築するため、県内高校から県内高等教育機関への進学者の授業料を減免する。

（１）国の高等教育修学新支援制度
　　　　国制度により、学生の世帯の所得状況に応じ、学校等が減免する授業料等に対し、授業料等減免負担金を各学校に交付
　　　　　対象学校　　県立大学および私立専門学校のうち、国が定める要件を満たす機関（１大学、１１専門学校）
　　　　　支 援 額　　（ア）県立大学　　　 全額（県（地方交付税措置により国から給付）１０／１０）
　　　　　　　　　　　（イ）私立専門学校　 全額（国庫１／２、県１／２）

（２）多子世帯の県内高等教育機関の授業料減免制度
　　　　国の高等修学支援制度における授業料減免に関して、県内高校から県内高等教育機関進学者を対象に、福井県独自の上乗せ支援を実施
　　　　　対象学校　　県立大学および私立専門学校のうち、国が定める要件を満たす機関（１大学、１１専門学校）
　　　　　支 援 額　　全額（県１０／１０）
　　　　　支援方法　　大学等における減免にて実施

［受益者］ 県内高等教育機関の学生 ［想定される受益者数］ 約1,900人

政　　策  〔 2　ふくいの産業・社会を支える人づくり

［解決すべき問題・課題］ ［問題・課題を表す客観的データ］

　中間所得層以上への支援拡大 　世帯年収約６００万円未満の学生数（県内出身）　2,684人（県独自推計）

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 1　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略 〕

市町との連携状況 － 他県の状況
　自治体独自の公立大学等の授業料減免制度（大阪府、兵庫県、東京
都）

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名

（実績） （役割分担）



課長名

■ □ R2 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

（繰入）

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

60,469 131,862 119,446 144,619

90,968 120,761 134,307 137,281

88,906 114,784 130,553

［成果指標等の推移］

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

－ (59.5) (59.9) (62.7)

59.5 59.9 62.7

－ (181) (258) (254)

181 258 254 292

高等教育修学支援事業

部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業主体 県内高等教期間（大学、私立専門学校、工業校等専門学校）

事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 -

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 410,913 38,394 100,000 272,519
授業料等減免費負担金
地域振興基金

全額、県１／２ 法 定受 託事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ６年度 令和６年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 411,966

　県内から県内高等教育機関へ進学した生徒かつ扶養する子どもが２人以上の世帯に対し、
　国制度に加え、県独自での授業料減免上乗せ支援を実施

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　各年度、支援対象人数による増減（ただし、令和５年度までは、国制度のみ）

区　　　　　　分 ６年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 支給対象者数（人）
(目標) (1,856) (1,856)

成果指標
大学等への進学率（％）
（修学の機会を確保）

(目標) (62.7) (62.7)

(1,856) 各年度の支給対象者数は、所得に応じて変動するため目標の設定は困
難。このため、昨年度の支給対象者数を目標とする。（ただし、６年
度から対象を拡大するため、県独自で推計した数値とする。）実績

目標は前年度の実績値とする

実績

(62.7)

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和６年度の変更点 事業評価

　令和５年度は、対象となる世帯（２９２世帯）に必要な支援を行
うことにより、修学の機会を確保することができた。

　・令和６年度から国制度の対象範囲が拡大するため対
応
　　（世帯年収約３８０～６００万円）

　・県独自制度として、扶養する子２人以上世帯に対
し、
　　県独自での上乗せ支援を実施

■ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了



課長名

■ □ R4 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無 □ 無

□ 有 ■ 有

県立大学恐竜学部（仮称）開設事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 外 部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R7

補助率 県１０／１０ 法 定受託 事務

事業主体 公立大学法人福井県立大学
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度そ の 他

［事業目的］

　県下全域におよぶ学びの環境を活かし、恐竜学や地質・古気候学などを学ぶ恐竜学部（仮称）を開設する。

　恐竜博物館（勝山市）の旧第三駐車場に新学部棟を設置
　　令和４年度　　基本設計、地質調査
  　令和５年度　　実施設計
  　令和６年度～　工事

［受益者］ 恐竜学部（仮称）学生数 ［想定される受益者数］ 120名

政　　策  〔 2　ふくいの産業・社会を支える人づくり

［解決すべき問題・課題］ ［問題・課題を表す客観的データ］

　地場産業の振興、地域の持続可能性を支え、地域の課題解決に貢献できる人材
の育成が必要である。

　県内大学の県内入学者比率　54.4%(H30)→49.8%(H31)→50.3%(R2)
  　                      →54.4% (R3)→50.3% (R4)→56.3%(R5)

福井県長期ビジョン
における位置付け

分　　野  〔 1　学びを伸ばす（人材力）
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略 〕

市町との連携状況 ― 他県の状況 　全国で恐竜に関する学部を設置している大学はない

前事業の有無・実績
関連事業の有無・

役割分担

事業名 事業名 県立大学運営費交付金

（実績） （役割分担）

　当該事業は、令和８年４月に開学する恐竜学部（仮称）にかかる施
設・備品整備を行う一方、運営費交付金においては、法人の運営経費
を交付している。



課長名

■ □ R4 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

44,291 83,309

44,291 83,309

44,116

［成果指標等の推移］

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

県立大学恐竜学部（仮称）開設事業

部局名 総務部 課名 大学私学課 橋本　直之

事業主体 公立大学法人福井県立大学
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 要求基準 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 R7

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額 403,679 403,000 679 地域活性化事業債

県１０／１０ 法 定受 託事務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ６年度 令和６年度予算額の増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 403,679

　建設工事着手による増２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　整備スケジュールによる
　　・令和４年度　　基本設計
　　・令和５年度　　実施設計
　　・令和６年度～　工事

区　　　　　　分 ６年度 中間目標 最終目標 目標・指標の考え方・積算根拠

活動指標 県内入学率（％）
(目標) (50)

成果指標 県内就職率（％）
(目標) (65)

(50)
定員３０名に対し、県内入学者数１５名

実績

（県内就職者数／就職希望者数）×100
恐竜学部（仮称）は、令和７年(２０２５年)４月開設

実績

(65)

［事業の評価]

前年度の実績・成果指標等の定量的評価 実績を踏まえた令和６年度の変更点 事業評価

　令和４年度は、基本設計を実施
　令和５年度は、実施施設を実施
　建築工事の着手に向け、当初予定どおり、順調に進んでいる。

　令和６年度からは、建設工事に着手する。

□ 拡充 □ 縮減

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了


